
ほくよう
調査レポート

2021

11

No.303

●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２１年７～９月期実績、２０２１年１０～１２月期見通し）

●トップに聞く⑰
NPO法人阿寒観光協会まちづくり推進機構
会長 大西 雅之 氏

●寄稿
「第４の開国」に向けたESG観光の確立
――宿泊税や「入道税」議論の進展を期待して――

ほくよう調査レポート 2021.11月号（No.303）
令和3年（2021年）10月発行
発 行 株式会社 北洋銀行
企画・制作 株式会社 北海道二十一世紀総合研究所 調査部

電話（011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞

　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．３０３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／表紙　コート／北洋銀行　４Ｃ  2021.10.18 14.16.35  Page 1 



● 目 次 ● 道内経済の動き………………………………………………１

定例調査：第８２回道内企業の経営動向調査………………６

経営のポイント：コロナ禍の影響が残る中で、原料高や
人手不足などが経営の重荷に…………１５

道内企業訪問：トップに聞く⑰
NPO法人阿寒観光協会まちづくり推進機構
会長 大西 雅之 氏……………………１８

寄稿：「第４の開国」に向けたESG観光の確立
――宿泊税や「入道税」議論の進展を期待して――
…………………………………………………………２４

主要経済指標…………………………………………………３３

ｏ．３０３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００　　　　　表２　目次  2021.10.18 14.20.15  Page 51 



道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみ

られる。生産活動は持ち直している。需要面をみると、個人消費は、一部に弱さが残るもの

の、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、持ち直している。設備投資は、下げ止まって

いる。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、持ち直しの動きが続いている。観光

は、外国人入国者数の厳しい状況が続いているが、来道者数は前年の反動もあり、前年を上

回っている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、負債総

額が前年を上回った。消費者物価は、前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、９月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．８ポイン

ト上回る４１．４と３か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を６か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１６．７ポイント上回る５９．８となった。

８月の鉱工業生産指数は９０．０（季節調整済

指数、前月比▲４．２％）と３か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では＋１５．１％と６か

月連続で上昇した。

業種別では、金属製品工業など４業種が前

月比上昇となった。化学・石油石炭製品工業

など１１業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）
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５．札幌ドーム来場者数～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

８月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．７％）は、２か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲１４．４％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同▲０．８％）

は、衣料品、身の回り品、その他が前年を下

回った。

コンビニエンスストア（前年比▲０．３％）

は、６か月ぶりに前年を下回った。

８月の乗用車新車登録台数は、１０，９５９台

（前年比▲５．６％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１５．３％）、

小 型 車 （ 同 ▲１８．６％ ）、 軽 乗 用 車 （ 同

▲１０．５％）となった。

４～８月累計では、６１，７５９台（前年比

＋６．０％）と前年を上回っている。内訳は普

通車（同＋２３．２％）、小型車（同▲１２．０％）、

軽乗用車（同＋９．９％）となった。

８月の札幌ドームへの来場者数は、５９千人

（前年比▲３５．６％）と２か月連続で前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球３６千人（同

▲３０．８％）、サッカー２１千人（同＋２９．２％）、

その他が１千人（同▲９４．３％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

８月の住宅着工戸数は２，９９６戸（前年比

▲２０．２％）と６か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋１７．８％）、貸家

（同▲１９．３％）、給与（同＋８０．０％）、分譲

（同▲７４．８％）となった。

４～８月累計では１５，７６３戸（前年比

＋１．５％）と前年を上回った。利用関係別で

は、持家（同＋１４．８％）、貸家（同▲４．７％）、

給与（同＋９９．５％）、分譲（同＋▲１４．４％）

となった。

８月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１３６，６８８㎡（前年比＋６．８％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋３２９．０％）、非製造業（同▲８．５％）であっ

た。

４～８月累計では、９２５，０５１㎡（前年比

▲１９．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲３２．８％）、非製造業（同

▲１８．５％）となった。

９月の公共工事請負金額は５０８億円（前年

比▲１０．７％）と３か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、道（同＋１．７％）、その他

（同＋１０２．５％）が前年を上回った。国（同

▲２５．８％）、独立行政法人（同▲６５．８％）、市

町村（同▲９．３％）、地方公社（同皆減）が前

年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～６か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）

千人

その他港湾函館空港旭川空港新千歳空港

0

40

80

240

200

160

120

2020/8 87654322021/11211109

１０．外国人入国者数～底ばいが続いている

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）

億円 ％

8

100

80

60

-60

-40

-20

0

20

40

7654322021/112111092020/80

250

500

750

1,000

1,250

1,500

1,750

2,000

１１．貿易動向～輸出が６か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

８月の国内輸送機関利用による来道者数

は、６１０千人（前年比＋１５．０％）と６か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋１７．６％）、JR（同＋０．７％）、フェ

リー（同＋４．９％）となった。

４ ～ ８ 月 累 計 で は 、２，２２０千 人 （ 同

＋５５．６％）と前年を上回っている。

前月比では、３か月連続で増加した。

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年同月０人）と底ばいが続いて

いる。

８月の貿易額は、輸出が前年比＋７５．１％の

２８０億円、輸入が同＋６６．１％の８１０億円だっ

た。

輸出は、魚介類・同調製品、船舶、自動車

の部分品などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石炭、天然ガス・製

造ガスなどが増加した。

輸出は、４～８月累計では１，３３５億円（前

年比＋６５．１％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は３か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９７倍（前年比＋０．０３ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋５．１％と６か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療・福

祉（同＋１１．０％）、サービス業（同＋１６．０％）

などが前年を上回った。宿泊業・飲食サービ

ス業（同▲１２．４％）、卸売業・小売業（同

▲５．３％）が前年を下回った。

９月の企業倒産は、件数が１３件（前年比

＋１８．２％）、負債総額が１３億円（同＋２８．７％）

だった。負債総額は３か月連続で前年を上

回った。

業種別では運輸業が４件、サービス・他が

３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は４件

であった。

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１００．０（前月比▲０．０％）となっ

た。前年比は＋０．４％と、２か月連続で前年

を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、８月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（８月１０日）時点の前月比で、

灯油価格、ガソリン価格はともに値上がりし

た。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２１年７～９月期 実績

前期に比べ、売上DI（△１２）は９ポ
イント低下、利益DI（△１６）は８ポイ
ント低下した。売上DI・利益DIともに
５期ぶりの低下となった。特に食料品製
造業、ホテル・旅館業は、新型コロナウ
イルス感染症再拡大の影響を受けて売上
DI・利益DIともに大幅に低下した。

２．２０２１年１０～１２月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△１４）は２ポ
イントの低下、利益DI（△２０）は４ポ
イントの低下と、売上DI・利益DIは低
下の見通しで、新型コロナウイルスの感
染状況や、原材料価格の上昇などにより
先行きに不透明感がみられる。

項 目
２０１８年
７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

売上DI △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △１４
利益DI △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △２０

定例調査

売上DI・利益DIともに５期ぶりに低下
第８２回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２１年７～９月期実績）

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 売上DI・利益DIともに、５期ぶ
りに低下。

売上ＤＩ △３８ △３２ △３ △１２ △１４ △１４
利益ＤＩ △３２ △３０ △８ △１６ △１８ △２０

製造業 売上DIは５期連続で上昇。食料品製造業が
大きく落ち込んだため、利益DIは低下した。

売上ＤＩ △４９ △４５ △８ △６ △１１ １
利益ＤＩ △４６ △３８ △１１ △１５ △１５ △１２

食料品 全業態で売上DIが低下した。
売上ＤＩ △６８ △４９ ３１ △１１ ７ ５
利益ＤＩ △４６ △３４ ３２ △５ △９ △１３

木材・木製品 製材は堅調な動き。木製品も持ち直
しているが、引き続きマイナス水準。

売上ＤＩ △６１ △５８ △２１ １５ ８ ２５
利益ＤＩ △５６ △４２ △２５ △５ １３ ０

鉄鋼・金属製品・
機械

全ての業態で売上DI・利益DIと
もに改善。

売上ＤＩ △３４ △３４ △３９ △１６ △３７ △５
利益ＤＩ △４３ △３１ △４７ △２６ △３７ △９

非製造業 卸売業は持ち直すも、非製造業全体
では売上DI・利益DIともに低下。

売上ＤＩ △３３ △２６ ０ △１４ △１５ △２１
利益ＤＩ △２６ △２６ △６ △１７ △１９ △２４

建設業 公共工事、民間工事ともに業況が
後退。

売上ＤＩ ７ △１３ △７ △１９ △２９ △２６
利益ＤＩ △６ △１８ △１６ △２８ △３２ △３２

卸売業 全ての業態で売上DI・利益DIと
もに改善。

売上ＤＩ △５２ △３０ △１３ △７ △１８ △１８
利益ＤＩ △３０ △１７ ０ １１ △１４ △９

小売業 自動車店が頭打ち。食品小売も悪
化。燃料店の売上DIは上昇。

売上ＤＩ △４３ △１８ １１ ０ △７ △８
利益ＤＩ △１５ △１８ △１１ △２４ △２４ △２４

運輸業 旅客、貨物ともに弱い動き。
売上ＤＩ △６０ △５７ △１７ △３５ △４ △８
利益ＤＩ △３６ △５２ △２１ △２３ △４ △８

ホテル・旅館業 コロナ再拡大や、前年のGoToキャンペ
ーンの反動により、業況は大幅に悪化。

売上ＤＩ △６２ △１００ ４８ △７１ △１４ △６５
利益ＤＩ △７３ △１００ ３８ △６７ △１４ △６５

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △１４ △１４
利益ＤＩ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１８ △２０

札 幌 市
売上ＤＩ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ △１７ △１１
利益ＤＩ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △１８ △１３

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △１２ △１５
利益ＤＩ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１５ △２７

道 南
売上ＤＩ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５２ △２９ △２９ △１３ △２６
利益ＤＩ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５５ △３２ △３２ △２６ △３７

道 北
売上ＤＩ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ △５ △６
利益ＤＩ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △１０ △１７

道 東
売上ＤＩ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △１６ △２２
利益ＤＩ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２２ △１９

定例調査

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

ｏ．３０３（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2021.10.11 11.40.03  Page 7 



-100

-40

-20

0

40

0

-100

-20

40

-100

0

40

-40

-20

-80

-60

20

-100

-60

-20

0

40

20

40

-100

-80

-60

-40

-20

0

-100

-80

-60

-40

-20

0

40

2020

20

20

-80

-40

-100

-60

-40

-20

0

20

60

-80

40

-100

-80

-20

0

40

20

-60

-40

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

-80

-60

-40

-60

-80

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

2019年 2020年
見通し
10～124～6

2021年2018年
1～3 1～3 1～34～6 4～610～12 10～12 10～127～9 7～9 7～9 7～9

88
▲8▲8 ▲14▲14

▲69▲69▲71▲71

▲43▲43

1111

▲71▲71

99 1414

▲5▲5
33

▲83▲83
▲72▲72 ▲68▲68

▲49▲49

3131

▲5▲5
55

▲80▲80

▲41▲41 ▲46▲46
▲34▲34

3232

▲11▲11 ▲13▲13

▲37▲37

55

▲12▲12
▲3▲3

▲36▲36
▲5▲5▲5▲5

▲18▲18

33
1313

▲8▲8
▲15▲15 ▲13▲13

66▲5▲5
▲15▲15 ▲10▲10

1414 2020

2020
▲12▲12

▲39▲39

▲21▲21
▲15▲15

▲42▲42

▲21▲21 ▲34▲34
▲31▲31

▲39▲39

▲16▲16
▲5▲5

▲47▲47

▲26▲26
▲9▲9

▲43▲43
▲34▲34

33

00

▲25▲25

▲25▲25

▲29▲29

▲6▲6 ▲12▲12

▲30▲30 ▲28▲28

▲22▲22
▲10▲10

▲10▲10

▲11▲11
▲27▲27

▲84▲84

▲36▲36

▲84▲84

▲68▲68
▲56▲56

▲42▲42

▲21▲21

1515
2525

▲73▲73
▲61▲61 ▲58▲58

▲25▲25

▲5▲5 00
▲16▲16

2222
88

1717

▲14▲14

▲65▲65

▲100▲100▲100▲100

▲62▲62

3838

▲71▲71 ▲65▲65
▲100▲100

4848

▲67▲67 ▲65▲65

▲73▲73

▲63▲63

▲12▲12 ▲18▲18 ▲23▲23
▲12▲12

00 00
▲15▲15

▲5▲5 ▲7▲7
11
▲11▲11

▲13▲13
▲6▲6 ▲28▲28

▲20▲20

77

▲13▲13 ▲7▲7 ▲19▲19
▲26▲26

▲28▲28

▲6▲6
▲18▲18 ▲16▲16

▲28▲28 ▲32▲32

▲11▲11

▲31▲31

77 77
▲5▲5 ▲2▲2

88
▲8▲8

▲16▲16

44

▲14▲14
▲7▲7 ▲3▲3

▲17▲17

▲63▲63 ▲57▲57

▲30▲30
▲17▲17

00
1111

▲9▲9

▲71▲71 ▲72▲72

▲52▲52

▲30▲30
▲13▲13 ▲7▲7 ▲18▲18

▲37▲37

▲31▲31

▲24▲24
▲7▲7

88
▲7▲7

77 55

▲38▲38
▲23▲23

▲12▲12 ▲18▲18

33
▲9▲9

▲17▲17

▲22▲22
▲52▲52 ▲56▲56

▲36▲36
▲52▲52

▲17▲17

▲60▲60 ▲57▲57

▲21▲21
▲35▲35

▲8▲8▲23▲23
▲8▲8

▲56▲56
▲63▲63

▲16▲16
▲2▲2▲2▲2 ▲9▲9

▲10▲10
▲23▲23 ▲20▲20

88
1818

00 22

▲18▲18
▲27▲27

▲60▲60

▲30▲30
▲15▲15 ▲18▲18

1111
00
▲8▲8

▲63▲63 ▲63▲63

▲43▲43

▲18▲18
▲11▲11

▲24▲24 ▲24▲24
▲30▲30

食料品製造業 売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品

＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�人手不足（４８％） ＋２ ２０２０年１－３月期以来、６期ぶりに１位となった。建設業（７８％）で３
ポイント上昇、木材・木製品製造業（５２％）では１９ポイント上昇した。

�原材料価格上昇（４８％） ＋９ ５期連続で上昇。製造業（７２％）では１３ポイント上昇し、問題点の１
位。特に鉄鋼・金属製品・機械製造業（７１％）は１７ポイント上昇した。

�売上不振（４６％） △３ ホテル・旅館業（９０％）など４業種で１位となった。７業種で低下し
た一方、鉄鋼・金属製品・機械製造業（４３％）は８ポイント上昇した。

�諸経費の増加（３０％） ＋１ ホテル・旅館業（３８％）で２位となった。鉄鋼・金属製品・機械製造
業（２４％）は２５ポイント低下した。

�人件費増加（３０％） ＋３ 食料品製造業（３３％）は１４ポイント上昇し、木材・木製品製造業
（２６％）は１１ポイント上昇した。建設業（３８％）で３位となった。

�過当競争（１８％） △１ 卸売業（３０％）は上昇したが、それ以外の業種は横ばい圏あるいは低
下した。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８２回定例調査（２０２１年７～９月期実績、２０２１年１０～１２月期見通し）
回答期間：２０２１年８月下旬～９月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館業
その他の
非製造業

�人手不足
① ③ ② ② ③ ① ① ③ ① ② ①
４８ ４３ ３９ ５２ ４３ ４２ ４９ ７８ ３２ ４１ ５４ １４ ４５

（４６）（３９）（４２）（３３）（４６）（３１）（４９）（７５）（３１）（３５）（５８）（１０）（４８）

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ③ ② ① ③ ③ ②
４８ ７２ ７１ ７６ ７１ ７１ ３６ ４６ ４６ ２９ ４６ ３８ １１

（３９）（５９）（５８）（７９）（５４）（５０）（２９）（３１）（４３）（３０）（４６）（１９）（７）

�売上不振
③ ② ② ③ ② ② ② ① ① ① ① ②
４６ ４９ ５３ ３８ ４３ ６３ ４５ ２９ ４６ ４１ ６２ ９０ ４３

（４９）（５０）（５８）（４６）（３５）（６２）（４８）（３４）（５２）（４７）（７１）（９５）（３９）

�諸経費の増加
③ ③ ②

３０ ３１ ４２ ２９ ２４ ２９ ２９ ２８ ２９ ２９ ３８ ３８ ２３
（２９）（３８）（３８）（３３）（４９）（２７）（２５）（２４）（１９）（２６）（３８）（３３）（２２）

�人件費増加
③ ③

３０ ２８ ３４ ２４ ２１ ３３ ３１ ３８ ２７ ２７ ２７ ２４ ３２
（２７）（２５）（２０）（１３）（３０）（３８）（２８）（３２）（２２）（２３）（２５）（２４）（３５）

�過当競争 １８ １０ ８ ５ １２ １７ ２１ １８ ３０ ２７ ８ ２９ １３
（１９）（１５）（９）（１７）（１６）（２３）（２１）（２２）（２２）（２８）（１３）（２９）（１１）

�販売価格低下 ９ ８ ３ １０ １２ ８ ９ ３ １６ １４ ４ １９ ６
（１１）（８）（７）（４）（１１）（１２）（１２）（８）（１７）（１６）（４）（２９）（７）

	設備不足 ８ １６ １８ １９ １４ １３ ５ ３ ５ ０ ０ ２４ ９
（９）（１５）（２０）（８）（８）（２３）（５）（２）（６）（１２）（４）（１４）（２）


資金調達 ６ ７ １３ １０ ２ ４ ６ ４ ４ ６ ８ １４ ６
（５）（５）（４）（４）（３）（１２）（５）（－）（２）（９）（８）（２４）（４）

�価格引き下げ要請 ６ ６ ３ ５ ７ ８ ７ ５ １６ ２ ０ ０ １１
（３）（２）（４）（－）（３）（－）（４）（５）（４）（－）（－）（－）（９）

�代金回収悪化 ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ ０ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（－）（－）（－）（－）（７）

その他 ５ ２ ５ ０ ２ ０ ６ ４ ５ １２ ４ １０ ６
（５）（６）（７）（４）（５）（８）（４）（５）（６）（５）（８）（－）（－）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４０４ １００．０％
札幌市 １４３ ３５．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２２．３
道 南 ３８ ９．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １６．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １６．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９９ ４０４ ５７．８％
製 造 業 １９８ １２６ ６３．６
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２１ ６３．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ４３ ７１．７
そ の 他 の 製 造 業 ３７ ２４ ６４．９
非 製 造 業 ５０１ ２７８ ５５．５
建 設 業 １３９ ７８ ５６．１
卸 売 業 １００ ５６ ５６．０
小 売 業 ９７ ５０ ５１．５
運 輸 業 ５０ ２６ ５２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ ２１ ６１．８
その他の非製造業 ８１ ４７ ５８．０

業種別回答状況
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今回の調査では、新型コロナウイルス感染症の再拡大などの影響を受けて、道内企業の業

況は５期ぶりの低下となりました。感染拡大に関する声が依然として多かった一方で、鋼材

や原油などの仕入れコストの上昇や海外工場の生産停滞に伴う部品の調達遅れといった供給

制約に関する声や、従業員の高齢化、人手不足などの声もみられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 規模の大きなイベントが
中止になったり、会合時の飲食を取りやめる
ようになったりと、コロナ禍によって営業環
境が変わりつつある。その中で、取引先との
関係性を維持するために、新たな提案・営業
が必要になっている。（札幌［弁当製造］）

＜食料品製造業＞ コロナ禍が収束しない状
況で、昨年はGoToキャンペーンなどの支援
策によって観光客の動きがみられたものの、
今年は感染が拡大傾向にあり、支援策の実施
は難しい状況にある。期待していた東京オリ
ンピックが無観客での開催となったことや、
お盆の帰省にも自粛要請があったことで、人
の移動もなく観光客の取り込みもできなかっ
た。今できることはアフターコロナを見据え
た新商品の開発や、販売計画の策定、オペ
レーションの見直しの実施などに限られてい
る。売上に関しても前年割れが続いており、
利益の確保どころか資金繰りにも影響が出て
きている。（道南［レストラン］）

＜水産加工業＞ コロナ禍のため、外国人実
習生３名が来日できずにいる。（道北）

＜水産加工業＞ 中国の需要が回復したこと
で、浜値や原材料価格が高騰している。（道
南）

＜製材業＞ 輸入材の減少によって代替需要
は増加したが、単価の上昇には結びつかず、需
給の見通しは不透明である。したがって、設
備投資には慎重にならざるを得ない。（道南）

＜製材業＞ コロナ禍の影響で住宅取得者の
マインドが変化した。注文住宅から分譲や建
売に需要が移動し、安価な内装仕上げが多く
なったことで、無垢材の需要が低下してい
る。また、欧米の市場が活況すぎて、中国の
仕入元が日本のマーケットを軽視するように
なった。１か月単位でコンテナ輸入していた
仕入れが４～６か月単位になる可能性も出て
きて、その場合は運転資金が今まで以上に大
きくなることを危惧している。（道北）

＜機械器具製造業＞ 一部の自動車車体メー
カーでは、部品不足からシャーシの納期遅れ
が発生しており、１０～１２月期の生産計画への
影響が懸念されている。特に、東南アジアで
の感染拡大の影響で、東南アジアで生産して
いる部品の納期が遅れている。（札幌［自動車
車体］）

＜金属製品製造業＞ 受注件数は例年と変わ
らないが、一日当たりの数量が少ないため効
率が非常に悪く、利益が出ない状況になって
きている。鋼材の値上がりの影響で、品種に
よっては入手困難なものや欠品が出てきてお

経営のポイント

コロナ禍の影響が残る中で、原料高や人手不足などが経営の重荷に
〈企業の生の声〉

― １５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

７．小売業

り、先行きを心配している。（札幌［防雪柵］）

＜鉄鋼業＞ 全般的な傾向として、案件の不
足がある。また、鋼材価格が１月以降３０％以
上値上がりしていて、さらに供給不安もあ
る。現時点で、主要部材については納期の長
期化が進んでおり、オーダーから１０か月待ち
となっている。早めの材料手配を進めてい
く。（道東）

＜コンクリート製品製造業＞ 売上は、直近
３か月では前年より良いものの、今後は厳し
いと予想している。また、今年度に入ってか
ら原材料価格の上昇が激しく、特に鋼材は年
度の途中にもかかわらず既に２回の値上げと
なっており、異常な上がり方である。物価の
上昇に対して、少しでも安いものを探すのが
急務である。（道北）

＜印刷業＞ 上半期から大きな変化はない
が、売上不振に伴い、人員過剰となってい
る。雇用調整助成金が延長されたことには希
望が持てるが、受注が回復する兆しが見えな
いため、支出抑制に努めて利益の減少に歯止
めをかけたい。（札幌）

＜建設業＞ 人材不足であるため、公共事業
の発注増加に受注がついていけず、他社に後
れを取っている。土木工事を施工できる人材
の確保が急務である。（道北）

＜電気工事業＞ 仕事の話が来ても、人材が
不足しているため、断ることが多い。また、
電気工事そのものが減少傾向にある。他の地
域から人手を借りられるように遠方の同業者
とも関わりを持つようにしていく。人材確保
も同時進行したい。（道央）

＜内装工事業＞ 直近の状況としては、コロ

ナ禍の影響で建設業自体が踊り場にある。今
後は、札幌駅周辺の開発工事や、北広島市の
新球場周辺の開発工事などが活発になる。課
題としては、一人親方の適格業者登録推進
や、建設キャリアアップシステム運用などが
挙げられる。業界全体として、原材料の大幅
な値上げ（３０～５０％）が懸念される。品質管
理における管理者（有資格者）不足も課題。
（札幌）

＜住宅建築業＞ 製造原価が上がっているの
に対して、販売単価が後追いになっているた
め、粗利益の確保が難しい状況にある。ま
た、宅地の販売が順調で、住宅受注の促進剤
となっていたが、今後は在庫不足が見込まれ
るため、営業に支障が出ることが危惧され
る。（道央）

＜包装用品卸売業＞ 原油価格の高騰によ
り、仕入れ先からの値上げ要請が続いてい
る。販売価格への転嫁については、販売先と
の交渉次第で、採算面での影響が出てくると
考えている。採算の確保に向けて、値上げ交
渉の取り組みをしっかりと進めていきたい。
（道央）

＜鋼材卸売業＞ 従業員の平均年齢上昇に伴
い、人件費が増加している。今後も年々と厳
しさが増していくであろう。（道央）

＜食品卸売業＞ コロナ禍の特需傾向が一服
した中で、特に農作物・青果について高温少
雨による不作に伴う数量不足、単価上昇が発
生しており、安定した推移が見通せない。成
り行きを注視している。（道北）

＜作業用品店＞ 猛暑が続いた８月上旬まで
はまずまずの業況だったが、その後一気に涼
しくなってから景気が急激に悪化したように

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

思う。消費意欲はあるのにコロナ禍で抑えら
れていたという状況から、いよいよ消費意欲
そのものが減退してきたように感じる。さら
に、東南アジアでのコロナ感染拡大により、
サプライチェーンの遅延が発生しており、繁
忙期に間に合わない商品が出てくるかもしれ
ない。（札幌）

＜自動車販売店＞ 新車の生産が遅れている
ので、注文を頂いたお客様に待ってもらう時
間が長期化している。（道南）

＜燃料小売業＞ 原油価格上昇により仕入れ
価格が上昇している。販売価格への転嫁が不
十分であるため、利益率が低下している。（道
東）

＜運輸業＞ 人手不足のため傭車コストが増
大している。燃料コストの増大もあって、非
常に厳しい状況にある。（道央）

＜バス会社＞ 昨年に比べれば売上は回復し
ているが、コロナ禍による外出自粛の影響で
依然として厳しい状況にある。コロナ禍収束
後の誘客に繋げる目的で、リモートバスツ
アーを企画している。ただしその効果は、コ
ロナ禍が収束してみないと分からない。（道
東）

＜観光ホテル＞ コロナ禍により昨年から大
幅に売上が減少している。昨年はGoToキャ
ンペーンやどうみん割などの施策があった
が、今年は全く無いため状況としては昨年よ
り悪化している。緊急事態宣言下では何もで
きない。キャッシュアウトをできる限り抑え
るため、職場の統合やスタッフのマルチスキ
ル化を一段と進めていく。観光需要が回復し
た時のために、新しい商品やサービスを今の
うちに準備しておきたい。（道央）

＜観光ホテル＞ 昨年はGoToキャンペーン
やどうみん割が実施されていたが、今年は停
止されたままなので反動減が大きい。コロナ
の感染再拡大により、今年は夏の観光の最盛
期から、秋の紅葉シーズンまでの需要を取り
込めず、昨年以上に厳しい状況。北海道に緊
急事態宣言が再発出されたことで、宿泊予約
のキャンセルや道内学校の修学旅行も１０月以
降に延期されるなど、当面の予約状況は低調
である。休館を延長し、館内の整備やリ
ニューアルを進めていく。（道北）

＜環境コンサルタント＞ 昨年末に受注した
案件が今年度初めに計上されたことから、滑
り出しは好調と判断。取引先には孫請け業務
も多く、引き受ける業務のスケジュールもタ
イトなものが多いため、人件費は増加傾向に
ある。昨年までの売上重視の方向性から、利
益重視の営業に転換したことで、利益の確保
には繋がっているが、業界としては、単価は
低く抑えられている。また、近年デジタル化
を進めているが、対応しきれていない社員も
多い。中途採用者も多く、OJTだけではなか
なか即戦力としては育成できていないため、
ベテラン社員の負担が多くのしかかってい
る。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ 公共事業の発注が
主体のため、幸いコロナ禍の影響をあまり受
けることなく、ほぼ昨年並みの業況で推移し
ている。（道東）

＜建設機械器具リース＞ 現場からの発注が
少ないため、数少ない現場をいかに受注でき
るかにかかっている。従業員の高齢化に伴
い、若い従業員の採用を率先して行っている
ため、人員コストが高まっている。今後は、
エリアにとらわれない営業強化を進めていく
ほか、人員コストを補えるように、受注現場
の単価を適正価格で維持する。（道央）

経営のポイント
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

阿寒湖温泉まちづくり協議会設立

２０１７年に「観光地域づくりのかじ取り役」とされる日本版の地域DMO（１）の認定登録（観光庁）

を受けた「NPO法人阿寒観光協会まちづくり推進機構（以後「阿寒DMO」）」は、「アイヌ文化に彩

られた国際リゾート」をテーマに滞在型観光とインバウンド観光に力を入れています。２０１８年設立

の事業会社DMC「阿寒アドベンチャーツーリズム株式会社」との両輪体制で、加速度的な事業推

進を図っています。設立経過から今後の取組までを、大西雅之会長にお伺いしました。

おおにし まさゆき

会長 大西 雅之 氏

イオマプの庭（愛の庭）

（２）

にて

１９５５年釧路市生まれ。２０１６年に鶴雅ホールディン

グス体制のCEO就任。観光ビジョン構想会議委

員、アイヌ政策推進会議委員。北海道経済連合会

副会長、北海道観光振興機構副会長、JTB旅ホ連

本部会長、阿寒DMO会長など観光産業の発展に

尽力している。

組織概要
会社名：NPO法人

阿寒観光協会まちづくり推進機構

住 所：釧路市阿寒町

阿寒湖温泉２丁目６‐２０

電 話：０１５４‐６７‐３２００

メール：tour@lake-akan.com

設立時期：２００５（平成１７）年７月６日

事業内容：阿寒湖温泉地域を対象として、

「観光地経営のかじ取り役（地域DMO）」の

機能を持って、第二期釧路市観光振興ビジョ

ン（２０１７～２０２７年度）の目標達成に向けた各

種取組（プロモーション、マネジメント、

マーケティング等）を担う。

職員数：１６人（２０２１年７月１日現在）

―はじめに、阿寒DMO設立時のことについてお

聞かせください―

会長：２０００年に航空法の改正という規制緩和があ

りました。航空路線が国の許可制から届出制に変

わったのです。儲からない路線が次々となくなり

ました。東北海道も大打撃を受けました。１９９９年

までは９０万人を超えていた宿泊客が、数年で６０万

人に減りました。大変なことです。

阿寒湖温泉では、それまで二つにわかれていた

観光の団体とまちづくりの団体をひとつにしまし

た。２００１年「阿寒湖温泉まちづくり協議会」の設

立です。そして、２００３年、理事長に就任したので

す。その頃は、何をやっても、やればやるだけお

客様は減っていきました。そうした中で、これま

でやってこられたのは多くの仲間がいたことと、

大きなビジョンを掲げてきたからです。本年、１８

年勤めた理事長職を降りて、会長に就任しまし

た。

２０１７年、国がDMOの制度をつくり、NPO法人

阿寒観光協会まちづくり推進機構は、地域DMO

としての認可をいただきました。設立当初から

「アイヌ文化に彩られた国際リゾートを目指す」

というビジョンを掲げ続けています。

道内企業訪問

トップに聞く⑰ NPO法人阿寒観光協会まちづくり推進機構
会長 大西 雅之 氏

（１）DMOとは、「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しなが
ら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に
実施するための調整機能を備えた法人（Destination Management Organization）。

（２）「アイヌ民族の愛は、あなたの周りの全てのものを大切にします」ということを示します。阿寒湖はアイヌ
文化と和人と一緒にまちづくりをしていて、ここはその原点になる場所です。
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道内企業訪問

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

国際リゾートを目指そう

阿寒DMOの三本柱

―阿寒DMO設立以前から活動があったというこ

とですね―

会長：阿寒湖温泉は、お隣弟子屈の川湯温泉とと

もに釧路の奥座敷といった地理的位置にありま

す。当時は、川湯温泉の圧倒的な集客力に敵うと

ころではありませんでした。釧路によく営業に

行ったことを思い出します。多くのお客様は団体

旅行でした。

しばらくすると、利用する交通手段が鉄道から

バスへと変わり、阿寒湖温泉へ来ていただくお客

様が増えました。阿寒湖温泉は北見や帯広、釧

路、摩周・知床へとつながる４本もの国道が交差

する、たいへん珍しい場所にあるのです。

―阿寒は地域資源以外に地理的条件にも恵まれて

いるということですね―

会長：そうです。しかし、そういった資源に頼っ

ているだけでは長く続けられません。１９９８年だっ

たと記憶していますが、ある大手旅行会社さんに

「阿寒は何を目指すのか」と問いかけられたこと

がありました。美瑛や富良野、知床の人気が高

まっている頃でした。

考えた末、「本物を全面に打ち出していこう」

という思いに達しました。歴史と文化ということ

です。阿寒には大きなコタンがありました。これ

を磨き直して、大きく打ち出していこうと考えた

のです。小さな街全体をアイヌ文化で染め上げ

て、個性あるまちにしようということです。

―そのことが「アイヌ文化に彩られた」という表

現になったということですね―

会長：そうです。そして「国際リゾートを目指そ

う」と考えました。

日本は人口が減っていきます。釧路はやがて６

万人になると言われました（現在の釧路市の人口

は約１６万４千人。釧路市の推計では２０６０年に約６

万人）。釧路市の奥座敷ということだけでは生き

残れないと考えたのです。ではどうしたらいいの

か。

どうやら日本は人口が減っていくけれど、日本

の周りの国はそうではないらしいと知りました。

アジアの国々の人口は増え、経済に勢いがある。

そこから来ていただければいいじゃないか。とい

うことで「国際」です。

―しかも「リゾート」―

会長：そうです。国際リゾートです。それまでの

周遊観光では、阿寒には一泊でした。滞在してい

ただけなかったのです。これを三泊していただけ

れば三倍になるということです。ゆっくりと滞在

していただけるリゾート観光を目指そうと考えた

のです。

―それが阿寒DMOの三本柱につながるのです

ね―

会長：「アイヌ文化に彩られた国際リゾート」を

実現するための三本柱が「アイヌ文化」、「マリモ

を中心とした水資源の有効活用（３）」、「大自然を

使ったアクティビティ」です。

アクティビティとしては、特にスキー場の強化

に力を入れてきました。すでに全日本選手権が４

年続けて開催され、知らない人はいなくなりまし

た。これから期待されるアジアでの爆発的なス

キーブームをしっかりと受け入れていく考えで

す。ウィンターリゾートの可能性が大きくあると

考えているのです。

（３）阿寒湖は、世界唯一のマリモの自然生息地。マリモを守り続けてきた活動の歴史、文化、その結果として生
存し続けている奇跡を世界に発信していく。世界自然遺産登録への取組を推進中。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

世界への発信

☆ アイヌ文化（儀式オンカミ）

☆ アクティビティ

☆ 阿寒湖畔スキー場

―三本柱と言われますが、随分と多くの施策・事

業に取り組まれています―

会長：それまでは行政で地域活性化の青写真を描

き、地元に示すということでしたが、わたしたちは

自分たちみんなの手でまちづくりの絵を描いてい

こうと考えました。それが２００３年策定の「阿寒湖温

泉再生プラン２０１０（４）」です。その後も「２０２０」、「２０３０」

（作成中）と設計図を自分たちで描いています。

何をするかは、支援先（国の省庁）を意識して

考えます。ターゲットとする国（省庁）の考え方

を意識するということです。しっかりと国につい

ていく。そして、あのまちは国とともに進んでい

るのだという信頼を築くことが重要なのです。

―なかでも「まりも家族憲章」は名前がユニーク

です―

会長：プラン２０１０では、５６のプロジェクトから今

すぐ着手すべき９つの最重点プロジェクトを選定

しました。

「まりも家族憲章」はそれとは別の、おもてな

しプロジェクトです。「自然」と「お客様」を大切

にするというアイヌの生活哲学を反映していま

す。いまのSDGsにつながる活動です。これを世

界に発信していくまちになろうと考えました。

―「世界への発信」を意識されている―

会長：２００６年の日中韓観光担当大臣会議（札幌、

旭川、阿寒湖温泉）がきっかけになりました。英

語の話せるスタッフが必要だと感じ、外国人をサ

ポートできる体制をつくろうと考えたのです。

そこで、英語のメニューを作りました。ナレー

ションは英語と中国語で流しています。要人への

通訳の役割はより重要です。こうした思いがまち

づくりの基礎となりました。

そして、そういったことをやっていくには自主

財源が必要だと気づいたのです。

―自主財源といえば入湯税のことですね―

会長：最初は新税を作ろうと考えました。しか

し、これはなかなかうまくいきませんでした。

（４）２０００年に阿寒湖温泉活性化検討委員会（山梨大学の花岡委員長をはじめ、航空会社社長、シンクタンク常
務、元北海道開発庁、元環境庁出身の大学教授、商業コンサルタントなど８名の外部委員と地元委員で構
成）を設置し、２年間かけて策定した。その策定過程において、阿寒湖温泉全体のまちづくりを統括する組
織「阿寒湖温泉まちづくり協議会」の必要性が議論され、大西氏は創設に向けて奔走することとなった。
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― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

阿寒摩周国立公園への名称変更

コロナ禍への対応

入湯税超過課税（５）の検討が始まったのが２００２年

です。どんな取組でも賛成する方と反対する方が

おられます。そしてようやく２０１５年、導入が開始

されました。

―よく実現しましたね―

会長：これは「まちづくりのための入湯税」で

す。楽しんでもらえるまちにしたいということを

訴えました。公衆トイレを綺麗にしたいとか、や

るべきことはたくさんあったのです。

我々の世代はいいとして、次の世代がこのまま

の阿寒湖温泉で戦っていけるのかということで

す。他の観光地に勝てるのかどうか、このままで

はだめだなということはみんな分かっていたので

す。

大きく背中を押してくださったのは、お客様に

お願いしたアンケート調査の結果でした。反対は

ありましたが、このままではだめだという思いが

勝ちました。業界はむしろ入湯税廃止という流れ

にありましたが、阿寒湖温泉は全国で初めてこの

制度を導入しました。その後は別府温泉など、追

随するところがでてきました。

―阿寒摩周国立公園への名称変更がありました―

会長：２０１７年に区域を拡大するとともに、阿寒国

立公園の名称に「摩周」を加えさせていただきま

した。名称変更の話は随分と昔からあったのです

が、山田桂一郎（観光カリスマ）氏に「阿寒だけ

では世界に打って出られないかもしれない。阿寒

湖温泉と摩周湖が近接していることを世界に発信

した方がいい」と助言されたことが心に響きまし

た。前例がないわけでもないことを知り、動き始

めたのです。世界を意識したということです。

☆ 阿寒摩周国立公園内の両エリア

＊環境省HP（６）より

―今回のコロナ禍でできなくなっていることも多

いかと思いますが―

会長：カムイルミナ（イルミネーションイベン

ト）が中止になりました。代わりにカムイコオリ

パク（カムイへの祈り）というナイトイベントを

開催しました。

☆「カムイコオリパク」（祈りの冬華美）

（５）入湯税とは、市町村が定める法定目的税のこと。釧路市ではもともとの入湯税１５０円はそのままにして、超過
課税１００円分を観光振興に使うこととした。２０１５年に１０年間限定の制度を創設。対象を国際観光ホテル整備法
に基づく登録ホテルとしたことで、結果として阿寒湖温泉の観光振興に限定されることとなった。年５千万
円ほどを見込み、観光地としての質を高める事業と温泉街全体のおもてなし事業の二つの分野で使われてい
る。

（６）環境省HP：https : //www.env.go.jp/park/guide/akan/map/index.html
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

今後の取組

コロナの収束を神に祈り、医療従事者の方々に

感謝を捧げるというセレモニー（２０２０年８月１日

～１１月８日、毎晩）です。大盛況でした。

実を言うと、アイヌのみなさんはコロナ禍に

あっても落ち込んでいないのです。食べられなく

なったら山へ行くといいます。彼らは狩猟で生き

ていけるということです。

―コロナ禍での影響はどうでしたか―

会長：阿寒湖温泉のインバウンドは７８％減少しま

した。良い時もあれば悪い時もある。人生塞翁が

馬です。

常連さんはコロナ前の３分の１くらいは来てい

ただいています。これから町のみなさんがワクチ

ンを打ち終わったら、「安全のまち宣言」を出す

つもりでいます。１１月くらいには町全体が安心感

に包まれるのではないでしょうか。道民のみなさ

んが動き始め、札幌が動き、その後は感染の少な

い台湾あたりから戻るのではないでしょうか。完

全復活は２０２３年頃になると思っています。

ただ、将来的にコロナはなくならないと、覚悟

を決めて対応していく必要があるのではないで

しょうか。以前の８割程度までしか戻らない覚悟

をするということです。

―DMC「阿寒アドベンチャーツーリズム株式会

社（AAT）」を設立しました―

会長：マネジメントやマーケティング戦略を担う

阿寒DMOと、中核プロジェクトの推進を担う

DMC（事業会社AAT）の両輪体制で、加速度的

な事業推進を図ります。

世界にアピールするアドベンチャーツーリズ

ム、それに寄り添う先住民文化を中核としたプロ

ジェクトです。欧米豪の富裕層に対応した高付加

価値化、高品質化を加速させなければなりませ

ん。阿寒をアドベンチャーツーリズムの聖地にす

るのです。

そのための一環として、国の除雪センターを市

が買い取りました。施設をアイヌコタンとして活

用する計画です。これまでの倍の大きさになりま

す。アーティストが施設の中で創作活動を行いま

す。いわゆる「アイヌクラフトセンター」です。

若い担い手を育てていくということです。アイヌ

文化を地域に根付かせ、経済的に自立できるよう

にしなければなりません。

―今後のことをお聞かせください―

会長：心配しているのは人手不足です。阿寒

DMOの業務はイベント対応業務中心から観光地

経営のための高度な企画・調整業務へと変化させ

ていきます。高度な専門人材が必要となり、人件

費も必要となります。休日数や労働時間などの労

働条件の見直し、改善が必要です。住環境整備も

重要です。これらをDMO会員組織の経営者に理

解してもらわなければなりません。また、財政基

盤も強化しなければなりません。

人材と財源は「鶏と卵の関係」です。民間企業

と連携してDMO推進人材を確保することもその

ひとつです。DMCにより、安定的な収益事業

（デジタルアートプロジェクト）に取り組んでい

きます。その一方で、各ホテル・旅館はハードを

良くしていく努力も必要です。

日本の宿泊施設は海外に比べて安すぎます。し

かし、ハードの質を改善していかないと、それま

☆ 冬のアクティビティ
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

でご利用いただいていたお客様に突然見放される

ことになります。まだいいか、大丈夫かなと思っ

ていてはいけないということです。

―厳しいようですが、努力しないところは生き残

れないということでしょうか―

会長：個人的な思いとしては、「いい宿をつくり

たい」というのが大きな目標です。国際的に認め

られるようなホテルをつくりたいと願っていま

す。

言葉足らずになりますが、儲けることよりも、

いかに魅力的な施設を作ってお客様に喜んでいた

だけるかということのほうが大切です。帰り際に

「楽しかったよ」と言っていただけることが喜び

なのです。「また来るからね」という笑顔を社員に

経験させるためには、経営者はそういうビジョン

を持たなければならないと思っています。

また、地域DMOとしては、特にアドベン

チャーツーリズムの国際拠点としての基盤整備と

ブランド化を急がなければなりません。滞在プロ

グラムの開発とガイドの育成です。特にガイドは

品質保証の制度を作る必要があるのではないで

しょうか。

―インバウンド復活を考えると、急がなければな

らないことが多いですね―

会長：お客様がどうやって時間を過ごされるかを

考えなければなりません。建物の中に囲い込むの

ではなく、地域が魅力的になるようにしなければ

ならないということです。私たち観光を職業とし

ている者には、それなりの資本力があると同時に

地域への責任があると考えています。まわりと一

緒に成長するという発想を持たなければなりませ

ん。

白洲次郎氏は「上に立つ者は得をするのではな

く、『役損』というものを常に考えていなければ

ならない」と言ったそうです。自分は損をして周

りを引っ張っていくということでしょうか。小さ

なまちでも、業界でも同じことが言えるような気

がします。そういうリーダーのいるエリアはしっ

かりと団結もし、生き残っていく、伸びていくの

だと思います。

―観光を通した「まちづくり」ですか―

会長：美しいまちづくり、というのが大きな目標

です。とはいえ、まちづくりというのはものすご

く時間がかかりますね。環境も変わっていきま

す。まだまだ道半ばではありますが、この町には

これだけの仲間がいるのだと強く思い、託して行

きたいと考えています。

道半ばですよね。残念ながら。ただ、美しいま

ちを目指していかなければ世界に対抗できませ

ん。

―本日はどうもありがとうございました―

（木本 晃）
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― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

１．はじめに

東海旅客鉄道株式会社（JR東海）の初代代表取締役社長であり、日本商工会議所の観光専門

委員会委員でもある須田�は、新型コロナウイルス感染症対策としての入国制限措置が緩和され

た後には「第３の開国」が訪れると提言しています（『旅行新聞』電子版２０２１．４．２４）。須田は、

明治維新を第１の、太平洋戦争後を第２の開国として定義した上で、今後、新型コロナウイルス

感染症の拡大を阻止するための防疫上の「鎖国」が解除されることは、すなわち第３の開国を日

本が迎えることであると主張します。国鉄の民営化に携わり、日本の大動脈である東海道新幹線

の運営を牽引する一方で、産業観光の提唱など観光政策にも多大な影響を与えてきた須田による

指摘は、新規感染者数の増減や、国や自治体による支援策の趨勢のみに目を向けがちな今日に

あって、観光のスケールや大局観のようなものを再認識させる非常に納得感のあるものでした。

ただし、これから我々が迎える開国が、第３であるかについては議論の余地があると思ってい

ます。少なくとも観光学者の立場からすれば第２と第３の間にあった大きな変化も、「開国」で

あったと言わざるを得ません。それは２００３年の観光立国宣言です。須田自身も上記の提言の背景

に別の有識者の発言があったと明かしていますので、筆者と同じようなことを考えたのではない

かと推察しています。つまり、日本が今後迎える開国は「第４の開国」ではないかと考えるので

す。

２．地域の観光戦略が問われる「第４の開国」

須田は、明治維新や太平洋戦争後の開国が外圧に起因するものであったのに対し、新型コロナ

ウイルス感染症「後」の開国は初めて「日本独自の判断」によるものであり、したがってそれは

「新日本観光」が展開される必要性があることを意味するのだと主張します。この「新日本観

光」には、国際競争力、全国観光地化、観光情報の発信力強化、そして観光の安全が求められる

ために、官民がこれらの点を踏まえた取り組みに注力するべきであるというのが須田の結論で

す。

筆者自身はこの議論に総論では賛同するものの、いくつかの点については再考が必要だろうと

思います。例えば、グローバル化社会において「日本独自」や「新日本」を掲げることがどこま

で実効的であるかという点についても議論の余地があるかもしれません。新型コロナウイルス感

染症の拡大が全世界に広がっていることからも分かるとおり、今日では人や地域社会が高度にそ

して全地球的に連携、連動しています。また須田自身が主張しているように、国際観光市場はか

つてない規模にまで成長しており、デスティネーション間の競争は極めて熾烈です。須田の主張

「第４の開国」に向けたESG観光の確立
――宿泊税や「入道税」議論の進展を期待して――

寄稿

北海道大学大学院国際広報メディア・観光学院准教授
バルセロナ大学ホテル観光学院連携客員教授

石黒侑介
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

の要点は「日本としてどのような観光振興をするべきか」を考えるための主体性、自律性の重要

性を指摘したとも読めますし、もちろん心情的には「日本らしさ」を追求することに異論はあり

ませんが、それがすなわち競争力につながるほど、今日の国際観光市場が甘くないことも事実で

す。「らしさ」を訪問需要につなげていく戦略性こそ重要です。

また、須田は「全国観光地化」を掲げていますが、「全国」という表現によって地方が脚光を

浴びることには賛同するものの、厳しい市場競争に地域があまねく身を投じるべきかについては

慎重な議論が必要だと考えています。全国津々浦々が、いわば玉石混淆で徒党を成して立ち向か

えば国際競争に勝てるかといえば、そうではありません。筆者はむしろ「全国」を「地方」と読

み替えた上で、戦略性を持った強い個としての地方を創っていくべきだと考えています。『ほくよ

う調査レポート２０２０年１１月号』で指摘したとおり、日本のインバウンド観光は２０２０年以前に既に

「オールタナティブ・ターン」と呼ばれる成熟段階に入っています（石黒２０２０）。東京と大阪を

結ぶゴールデンルートに代表される定番観光地を目的に来日する旅行者から、「じゃない方」に

こだわりを持って訪れる旅行者へと変革が起こっていたのです。つまり、「第４の開国」はこれ

までとは異なり、初めて地方が独自の戦略で迎えることができる開国です。言い換えれば、江

戸・東京やゴールデンルートの開放を意味してきたこれまでの開国とは異なり、地方から戦略的

に国を開ける必要があるのです。

３．ESG観光を牽引する北海道に

こうした点を踏まえた北海道の戦略として、筆者は「ESG観光」をその軸に置くべきだと考え

ています。

ESGとは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を取った

もので、２００６年に国際連合のK・アナン（Kofi Atta Annan）事務総長が機関投資家に対して国連

責任投資原則（PRI）を公表した際に初めて登場した言葉です。深刻化する地球環境問題への対

応、企業の社会的責任（CSR）と企業統治の重要性が年々高まる中で、企業の長期的な価値創造

に寄与する新たな基準として注目されています。いわば企業活動の持続可能性を把握するための

尺度であり、これからの投資の要件がESGなのです。実際、北海道開発計画に関する議論の中で

北海道ならではの観光推進がESG投資を呼び込むことにつながるとの議論が出るなど（国土交通

省 ２０１９）、北海道の持続可能な発展、特に温暖化対策としてのカーボンニュートラル社会の実現

に向けた「切り札」としてESG投資への期待が集まっていますが、観光振興のモデルそのものを

ESGの基準に適合させていくことが最も効果的、合理的だと考えています。

近年では同じような概念として持続可能な開発目標（SDGs）も注目されていますが、これは

文字どおり目標であって、具体的な戦略や方法は明示されていません。SDGsが社会に浸透し運

動論としては盛り上がりを見せても、企業活動や政策において具体的な手法論に踏み込めないの

は、SDGsがそもそも目標像の共有を目的としたものであるためです。また、SDGsの前身はミレ

ニアム開発目標（MDGs）という発展途上国の開発課題の解決を目的としたものであり、日本に

おける企業活動やまちづくりに馴染まない目標が含まれていることもその要因の一つです。
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北海道がカーボンニュートラル社会の実現を本気で目指すのであれば、北海道の基幹産業であ

る観光産業についても、このESG投資を推進していくべきだと考えています。観光は同時に公益

性の高い産業です。その意味では、自然環境の保全、地域社会の発展、地域のガバナンスは、私

企業だけでなく行政組織を含めた総体的な取り組みである必要があります。民間の投資だけでな

く公共投資にもESGの視点が重要になります。

幸い、北海道にはその素地が整っています。例えば本書でも取り上げられている阿寒湖では入

湯税の超過課税導入によって景観の保全を含めた国際観光地としての環境整備が行われていま

す。また近年ではニセコ町が国際NGOグリーン・デスティネーションズの「持続可能な観光地

トップ１００」に選出されたり、斜里町がサステナブルをキーワードに町のブランディング事業を

推進するなど、道内の有力なデスティネーションで地球環境や地域社会の持続可能性を意識した

政策が実行され成果をあげつつあります。今後、これらの取り組みを組織的、安定的に続けてい

くための体制整備や政策効果の可視化や発信の重要性に関する議論が進む中で、北海道の観光振

興においても自ずとESGというキーワードが浮き彫りになるでしょう。

４．国内外のエシカル・トラベラーを取り込む

もちろん、ESG観光と高らかに宣言するだけでは観光戦略にはなり得ません。

長引く入国制限で近年の観光需要を牽引してきたインバウンド観光は壊滅状態にあります。「第

４の開国」といっても、ではどの国からの誘客を目指せば良いのかというのが多くの関係者の率

直な問いだと思います。比較的感染者数が少ない台湾かシンガポールからではないか、あるいは

アドベンチャー・トラベルをキーワードに欧米豪に注力するべきではないかなどなど、様々な声

が聞こえてきます。

思い返せば、日本が２００３年に観光立国宣言を行って以降、日本のインバウンド観光政策は常に

国や地域を単位として策定されてきました。初期は韓国、台湾、中国、香港の東アジア４大市場

を対象に莫大な予算が広告・宣伝事業に投下され、インバウンド観光振興とはすなわちウェブサ

イトを英語、繁体字、簡体字、ハングルに翻訳することだと曲解されてきました。また市場は

「アジア」と「それ以外」で大別され、距離も文化も異なるヨーロッパ各国、アメリカ、カナ

ダ、オーストラリアが「欧米豪」という１つの市場と見なされました。

しかし第４の開国では様相が一変します。アメリカを代表するリベラル派の論客であるT・フ

リードマン（Thomas Loren Friedman）が１５年前に予見したように、世界は着実にフラット化

し、国という要因が人々の消費活動に与える影響はこれまでより少なくなっていきます（Fried-

man２００７）。換言すれば「中国人にはここが人気」だとか「アメリカ人はこれをよく買う」とい

う言説が意味を持つのはあと数年だろうということです。こうしたフラット化は、インバウンド

観光と国内観光の差異を埋めることにもつながると考えています。「外国人ならでは」という概念

が徐々に薄れ、国内外を問わず支持を得られるデスティネーションが、競争力のあるデスティ

ネーションとして生き残る時代になります。

このように国という要因が薄れた市場で、顧客である旅行者をとらえる新しい尺度として重要
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になるのがトライブです。あまり聞き慣れないかも知れませんが、「部族」や「民族」を意味す

る“tribe”という英語をカタカナ読みしたものです。そして、このトライブを基軸としたマーケ

ティングを「トライブ・マーケティング」と言います。トライブ・マーケティングでは、特定の

消費行動を行う集団別にトライブを設定、あるいは特定し、その志向や消費のパターン、情報源

などを分析することで、特定のサービスや商品の認知や購買を促します。そして「トライブ・

マーケティング」では、国や地域はトライブの下位概念になります。つまり「中国にはこのトラ

イブはどれくらいいるか」ではなく、「このトライブは中国にどれくらいいるか」という考え方

です。

旅行業界で最も早くトライブの概念を提起したのはアマデウス社です。アマデウス社はスペイ

ンに本社を構える観光分野のIT企業です。主に航空会社向けの流通システムを提供しており全日

本空輸、日本航空を含め、世界の多くの航空会社が同社のシステムを採用しています。そして同

社は２００７年に発行した“Future Traveller Tribes２０２０”の中で、初めてトライブの概念で旅行者を

把握することを提起しました（Henley Centre HeadlightVision２００７）。日本ではあまり知られてい

ませんが、アクティブ・シニア（Active Seniors）と呼ばれる５０歳から７５歳の可処分所得と余暇時

間の豊富な層が、国際観光市場の中でプレゼンスを高めることを指摘した画期的なレポートでし

た。

そしてこのレポートの後継として２０１５年に発行されたのが“Future Traveller Tribes２０３０”です

（Future Foundation２０１５）。ここでは、お手軽ツアー派（Simplicity Searchers）、ご褒美ハンター

（Reward Hunters）、ツナガリ隊（Social Capital Seekers）、ウルルン族（Cultural Purists）、エシカ

ル・トラベラー（Ethical Travellers）、どこでもマイラー（Obligation Meeters）の６つのトライブ

が描かれています１。２００７年のレポートでは、国際線を高頻度で利用するための経済力が切り口

になっている印象でしたが、２０１５年のレポートでは、LCCやデジタル・ネイティブ世代の登場を

背景に、新興国の中間層や若年層の旅行需要なども含め、より多角的にトライブが描かれていま

す。

この中で筆者が注目したいのが、エシカル・トラベラーです。エシカル・トラベラーとは「訪

れる場所、そこで自身が地域に与える影響、自身が支払った金額の行き先について意識を持ち、

自分の出身国で見られる悪い慣習や側面ではなく、良いそれを代表して体現する」（Bhatia２０２１）

ような旅行者のことです。今では旅行に限らず、１つの消費行動の理念として「エシカル（倫理

的）」が普及しつつあります。背景にはSDGsへの関心の高まり、さらには新型コロナウイルス感

染症への意識もあるでしょう。エシカル・トラベラーは、密を避けたいという欲求を抱えてお

り、このことが旅行事業者や観光地が、より自然環境への負荷が少なく、開放的な空間を保障で

きるハイキングや地場農場を自転車で巡るようなツアーへ参入することを促すと指摘する声もあ

ります（Mintel Group２０２１）。

では、エシカル・トラベラーの北海道への需要はどの程度見込まれるでしょうか。

１それぞれのトライブ名の邦訳については筆者による意訳です。
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注：トライブの日本語名称は筆者による意訳
イラスト出所：Adobe Stock.com

図１ アマデウス社の６つの旅行者トライブ（筆者作成）

筆者が「北海道へ３年以内に訪れたい」と考えている日本人１，０００人を対象に行った調査で

は、「ご褒美ハンター」が３２．４％、「どこでもマイラー」が３１．３％、ついで「お手軽ツアー派」が

１５．６％、「ウルルン族」が１４．４％、「ツナガリ隊」が３．７％という順番で、「エシカル・トラベ

ラー」が国内にわずか２．６％しかいないことが分かりました。６つのトライブが同じ割合で存在

するとは限りませんが、エシカル・トラベラーのシェアの低さが際立っていることは間違いあり

ません。先述のとおり訪日外国人旅行者と国内旅行者の動向は今後より均一化していきます。国

内とは言え、北海道旅行の希望者の中に含まれるエシカル・トラベラーの割合が低いということ

は、インバウンド観光におけるエシカル・トラベラー市場でも北海道が存在感を発揮できていな

い可能性が高いことを意味しています。

５．ESG観光の実現に向けた新しい財源を

こうしたエシカル・トラベラーを惹きつけていくためには、継続的、戦略的な投資が欠かせま

せん。

そこで筆者が提案したいのが、観光関連の新たな税制の導入です。

もちろん、新型コロナウイルス感染症の拡大によって深刻な打撃を受けている現状では、旅行
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出所：北海道における持続可能な観光に関するウェブアンケート調査

図２ 宿泊税が北海道旅行に与える影響

者に「値上げ」感を抱かせるような税制には多くの関係者が反対すると思っています。２０１９年に

全道的な議論となった宿泊税が現状では議論すること自体、実質的にタブーになっているのは、

目下の旅行需要が見込めないこともありますが、やはり観光関連事業者への配慮もあろうと思い

ます。

ただし、新型コロナウイルス感染症に苦しんでいる今だからこそ、「第４の開国」に向けて地

域としての新しい財源を確保したいと考えている事業者が、少なからずいることも事実です。そ

して、地球環境や社会的責任、ガバナンスが問われる流れは、新型コロナウイルス感染症が拡大

する以前より歴然と存在しており、この流れは今後も変わりません。苦しい時期だからこそ将来

に投資する必要があると考えています。阿寒湖が、北海道、そして全国レベルで見ても先進的な

取り組みを次々と展開しているのは、国内市場の落ち込みが顕著になりつつあった時代に、先を

見越した政策とそれを担保する財源の議論をしっかりと展開したためです。苦境にあえぐ今だか

らこそ、「第４の開国」を見据える必要があると思っています。

前出のトライブの特定と同様に、筆者が行ったアンケート調査では、２００円程度の宿泊税であ

れば、「これまで同様に自分の行きたいところに行き、宿泊したいところに宿泊する」と回答し

た人が６８．５％にのぼります（図２）。消費者としてはもちろん、余計な支出を避けたいという意

向を持つことは当然ですが、宿泊税については一定の担税力があることが示唆されます。宿泊税

については法学的な検討に一定の目処が立っており、道内外で既に導入事例が多くあります。導

入の時期を慎重に検討することは必要だとは思いますが、それが地域における議論を停滞させて

しまっては、「第４の開国」に求められる地域の観光戦略の策定に影響します。

また、よりエシカル・トラベラーへのメッセージ性を重視するのであれば、北海道への入域そ

のものに課税することも選択肢の１つだと考えています。根拠とする法律は異なりますが、沖縄
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出所：北海道における持続可能な観光に関するウェブアンケート調査

図３ グリーン観光税・持続可能な観光税に関する意識

県の竹富島や広島県の宮島では既に「入島」に対して協力金や課税が行われています。また世界

に目を向ければガラパゴス諸島（エクアドル）やモルディヴ、パラオなどで自然環境の保全と観

光の両立を目的とした同様の税制が導入され、持続可能な観光振興を進める上で貴重な財源に

なっています。日本でも「税制のグリーン化」というテーマで既に環境省を中心に検討が始まっ

ており、今後、観光領域との合流や都道府県、市町村単位での導入に向けた議論が活発化してい

くでしょう。

法律や条令の整備や解釈を含めた法学的検討の余地を残しますが、筆者はこうした仕組みもや

はり北海道がイニシアチブを持って進めるべきだと考えています。北海道の観光振興策は常に

「悠久な自然」や「豊かな環境」を冠言葉に進められてきました。こうしたメッセージを単に自

我の礼賛に留めないためには、継続的、戦略的な取り組みを担保する財源が求められます。

筆者が行ったアンケート調査では、８５．３％が「グリーン観光税」や「持続可能な観光税」と

いった名目での税制の導入に前向きな回答でした（図３）。また担税力の目安としては、３４．４％

が「１００円以下」と回答し、ついで「３００円以下」が１４．６％、「３０１円以上」が１４．２％という結果で

した。調査の仕様上、多少上振れしている可能性がありますが、いずれにしても自然環境や持続

可能性について相応の負担をすることについて消費者の意識は総じて前向きだといえるでしょ

う。

６．北海道ESG観光モデルを

筆者が研究しているスペイン・バルセロナは、オーバーツーリズムをはじめとして様々な観光

課題に直面する度に、戦略性の高い取り組みでそれらを克服してきました。彼らの根底にあるの

はバルセロナの問題を解決するに留まらず、スペインの、そしてヨーロッパにおける観光政策の
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新しいモデルを創造するイニシアチブを握ることです。目前の課題に対処するだけでなく、その

解決を通じて他の先例となるべく取り組みを重ねていく姿勢は、常に感心させられますし、北海

道にもその役割が十分に担えると思っています。

SDGsが社会に浸透し、カーボンニュートラル社会の実現など、新しい取り組みが求められる

一方で、終わりの見えないコロナ禍で数ヶ月先の事業継続を見通せない事業者もあります。新型

コロナウイルス感染症の影響が一日も早く低減し、観光需要が復活することを期待してやみませ

んが、新規感染者数の増減に一喜一憂したり、目先の需要を創出するための割引策だけでは、新

しいモデルの創造は見通せません。

SDGs、持続可能性、カーボンニュートラルといった命題が飛び交う今日だからこそ、そうし

た目標像の発信や共有から一歩踏み込んで、具体的な財源とターゲットイメージを持ったESG投

資を促していくべきではないでしょうか。北海道独立を掲げるつもりはありませんが、「第４の

開国」は国ではなく、地域、北海道の姿勢と戦略が問われます。「北海道ESG観光モデル」を打ち

立て、北海道が日本の、アジアの新しい観光振興モデルの確立に主導的な役割を担うことを期待

しています。
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寄稿

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号

北海道における持続可能な観光に関するウェブアンケート調査

・実施：北海道大学国際広報メディア・観光学院・メディア・コミュニケーション研究院

石黒侑介研究室

・方法：インターネット・パネルを利用した調査

・実施：２０２１年９月１０日－１２日

・調査対象者：１５歳以上７０歳未満で１０年以内に北海道への訪問経験があり今後３年以内に北

海道を訪問したいと回答した道外の居住者

・有効回答：１０００サンプル（２０１９年度の北海道延宿泊者数に基づき都道府県別に割り付け）

・実査：楽天インサイト株式会社
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．７ △５．６ ９９．９ △３．８ ９２．２ △６．１ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．１ ９０．４ △９．５ ８３．３ △９．７ ８９．２ △９．８ ８５．３ △２１．６ ９１．７ △９．８

２０２０年４～６月 ８１．７ △８．０ ８１．５ △１６．８ ８０．８ △８．１ ８０．４ △１６．９ １１２．２ ０．０ １００．８ △４．１
７～９月 ７９．８ △２．３ ８８．８ ９．０ ８０．１ △０．９ ８７．８ ９．２ １０３．０ △８．２ ９７．６ △３．２
１０～１２月 ８４．４ ５．８ ９３．９ ５．７ ８４．４ ５．４ ９３．０ ５．９ ９１．７ △１１．０ ９６．０ △１．６

２０２１年１～３月 ８７．２ ３．３ ９６．６ ２．９ ８７．７ ３．９ ９４．９ ２．０ ８８．０ △４．０ ９４．８ △１．３
４～６月 ９０．１ ３．３ ９７．７ １．１ ９２．８ ５．８ ９５．６ ０．７ ８６．７ △１．５ ９５．７ ０．９

２０２０年 ８月 ７９．２ △１．７ ８８．３ ２．０ ８０．０ △０．２ ８７．４ ２．３ １０６．９ △３．８ ９８．６ △０．９
９月 ７９．６ ０．５ ９１．６ ３．７ ８０．０ ０．０ ９０．７ ３．８ １０３．０ △３．６ ９７．６ △１．０
１０月 ８３．８ ５．３ ９３．５ ２．１ ８４．４ ５．５ ９２．７ ２．２ ９８．２ △４．７ ９６．６ △１．０
１１月 ８４．４ ０．７ ９４．２ ０．７ ８４．１ △０．４ ９３．５ ０．９ ９３．９ △４．４ ９５．４ △１．２
１２月 ８５．０ ０．７ ９４．０ △０．２ ８４．６ ０．６ ９２．９ △０．６ ９１．７ △２．３ ９６．０ ０．６

２０２１年 １月 ８６．８ ２．１ ９６．９ ３．１ ８６．０ １．７ ９５．６ ２．９ ９２．０ ０．３ ９５．１ △０．９
２月 ８７．２ ０．５ ９５．６ △１．３ ８８．２ ２．６ ９４．４ △１．３ ８９．２ △３．０ ９４．４ △０．７
３月 ８７．６ ０．５ ９７．２ １．７ ８９．０ ０．９ ９４．８ ０．４ ８８．０ △１．３ ９４．８ ０．４
４月 ８９．７ ２．４ １００．０ ２．９ ９２．０ ３．４ ９７．７ ３．１ ８７．３ △０．８ ９４．７ △０．１
５月 ８９．２ △０．６ ９３．５ △６．５ ９２．８ ０．９ ９２．３ △５．５ ８７．７ ０．５ ９３．７ △１．１
６月 ９１．３ ２．４ ９９．６ ６．５ ９３．５ ０．８ ９６．７ ４．８ ８６．７ △１．１ ９５．７ ２．１
７月 r ９３．９ ２．８ ９８．１ △１．５ r ９４．９ １．５ ９６．４ △０．３ r ８７．５ ０．９ ９５．０ △０．７
８月 p９０．０ △４．２ ９４．６ △３．６ p９０．９ △４．２ ９２．２ △４．４ p８７．２ △０．３ ９４．９ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，３０１△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８９ ２．９

２０２０年４～６月 ２２８，４９３△６．６ ４４，７４７△１１．４ ２１，４３６ △５２．４ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３４９ ５．０
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８１△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２８ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０２１年１～３月 ２３７，０２３△１．４ ４７，９５３△２．１ ３５，９３１ △９．９ １１，７３６ △１０．１ ２０１，０９３ ０．２ ３６，２１７ ０．６
４～６月 ２３４，１１９ ２．５ ４７，３５６ ５．８ ２９，３８５ ３７．１ １０，４２２ ４０．９ ２０４，７３４ △１．１ ３６，９３５ △１．１

２０２０年 ８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

２０２１年 １月 ８０，６２４△５．６ １６，２８４△５．８ １１，２３３ △３６．３ ３，６３６ △３０．２ ６９，３９１ ２．５ １２，６４８ ４．９
２月 ７４，６６１△２．４ １４，９６９△３．３ １１，０００ △９．４ ３，５８１ △１１．８ ６３，６６１ △１．４ １１，３８７ △０．８
３月 ８１，７３９ ４．２ １６，７０１ ２．８ １３，６９７ ３６．０ ４，５１９ １９．３ ６８，０４１ △０．５ １２，１８２ △２．２
４月 ７７，９４２ ７．８ １５，５２６ １５．７ １０，８０１ ９９．７ ３，５３６ １５３．１ ６７，１４２ ０．４ １１，９９０ △０．２
５月 ７６，７６７ ３．７ １５，４１０ ６．０ ８，０８４ １１６．３ ２，７６８ ５８．８ ６８，６８３ △２．３ １２，６４２ △１．２
６月 ７９，４１０△３．４ １６，４２０△２．２ １０，５０１ △１４．５ ４，１１８ △３．３ ６８，９０９ △１．４ １２，３０３ △１．８
７月 ８２，１３４ ０．１ １７，１３７ １．３ １２，０８６ △５．０ ４，４５８ ２．６ ７０，０４９ １．１ １２，６７９ ０．８
８月 ８０，８７６△２．７ １６，０７９△４．８ ９，７７０ △１４．４ ３，１０２ △１３．９ ７１，１０６ △０．８ １２，９７７ △２．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１５７ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３５０ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２２１ ６．７

２０２０年４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５２２ １０．８
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４５６ １．８ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０２１年１～３月 ３９，７２３ ８．３ １２，２１０ １０．９ ６７，３１１ △７．３ １７，３５３ △２．８ ２７，０１８ ４．２ ７，６５４ ３．５
４～６月 ３４，７４２△４．７ １１，１２６△４．１ ７０，５２４ △０．８ １８，３６７ △０．１ ４０，４１１ △１．３ ９，０９３ △４．５

２０２０年 ８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４０８ ９．０ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４６ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１３ ７．２ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４７ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２１ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，５０３ ５．０ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

２０２１年 １月 １３，５４４ ０．８ ４，３０６ １１．４ ２４，１８６ △１．２ ５，８５４ ３．０ ９，１６７ １２．０ ２，５７６ １０．７
２月 １１，３０５ １０．３ ３，４９２ ７．２ ２２，１６９ △９．６ ５，５５１ △８．５ ７，６７９ △３．０ ２，３４４ △０．１
３月 １４，８７４ １４．５ ４，４１３ １３．６ ２０，９５６ △１１．１ ５，９４７ △２．４ １０，１７２ ３．６ ２，７３３ ０．４
４月 １１，５４１ １５．８ ３，５２０ １４．５ ２３，４２６ １．１ ６，０１０ △２．８ １２，８１８ ４．５ ３，０３４ １．６
５月 １１，５１９ １．４ ３，８２０ ０．７ ２２，６７５ △２．０ ６，１８２ １．９ １４，４８５ △３．２ ３，２２８ △４．７
６月 １１，６８２△２２．７ ３，７８６△１９．９ ２４，４２３ △１．４ ６，１７５ ０．８ １３，１０８ △４．３ ２，８３１ △１０．１
７月 １４，７０９ １４．５ ４，４２２△２．９ ２４，０２６ △０．９ ６，３３９ ２．２ １３，１７３ １．５ ２，９４０ △２．４
８月 １２，６７２△４．４ ３，６９７△１８．３ ２５，１３５ ２．３ ６，４４２ ０．５ １１，６０２ △４．４ ２，７７２ △１４．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。
■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０

２０２０年４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ４８１ △８６．０ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５１５ △６３．７ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，６６５ △５０．１ ０ △１００．０

２０２１年１～３月 １３１，７３０△２．２ ２７，７７６△２．８ ２５３，１２３ △３．９ ２７６，６７０ △２．５ ９３８ △５９．４ ０ △１００．０
４～６月 １３９，７３７ ２．３ ２９，０８３ ５．０ ２６５，９６３ ３．９ ２８０，７９７ ６．１ １，０４４ １１６．９ ０ △１００．０

２０２０年 ８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５３１ △６５．３ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５７０ △５７．６ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６８９ △４１．５ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５７１ △４７．５ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４０６ △６２．２ ０ △１００．０

２０２１年 １月 ４４，４５８△３．６ ９，２９０△４．４ ２４０，５３３ △７．２ ２６７，７６０ △６．８ ２４２ △７６．０ ０ △１００．０
２月 ４１，２３８△６．７ ８，６９６△６．６ ２２４，８５１ △１１．９ ２５２，４５１ △７．１ ２４７ △７３．２ ０ △１００．０
３月 ４６，０３４ ３．５ ９，７８９ ２．５ ２９３，９８６ ６．５ ３０９，８００ ６．０ ４５０ １７．２ ０ △１００．０
４月 ４５，５４２ ４．５ ９，６１８ ８．２ ２７１，９９３ ３．６ ３０１，０４３ １２．４ ４０８ １６３．９ ０ △１００．０
５月 ４６，５１６ １．９ ９，７３４ ５．３ ２７０，６４２ １１．３ ２８１，０６３ １１．５ ３１７ ２２６．３ ０ －
６月 ４７，６７９ ０．５ ９，７３１ １．７ ２５５，２５３ △２．６ ２６０，２８５ △４．９ ３２０ ３９．１ ０ －
７月 ５２，５５０ ４．８ １０，４８４ ６．１ ２５５，９０２ △６．６ ２６７，７１０ ０．３ ５６６ ３６．４ ０ －
８月 ５１，２９９△０．３ １０，１９１△１．２ ２４１，０２４ △１１．０ ２６６，６３８ △３．５ ６１０ １５．０ p ０ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８

２０２０年４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０２１年１～３月 ５，７６５ ８．１ １，９１０ △１．６ ３２９ １７．５ ９，８３９ ３．６ ２６，８８１ △２．５
４～６月 ９，８７７ １０．９ ２，２１０ ８．１ ６５２ △９．４ １１，６８２ ９．４ ２４，２３７ １２．６

２０２０年 ８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

２０２１年 １月 １，６０５ ２９．３ ５８４ △３．１ １２９ ２３８．５ ２，９８９ １３．４ ６，７７２ １．５
２月 １，５０５ △１３．５ ６０８ △３．７ ５６ △２１．７ ３，０８１ △９．２ ６，８２２ △７．１
３月 ２，６５５ １２．９ ７１８ １．５ １４４ △１５．６ ３，７６８ ８．７ １３，２８７ △２．０
４月 ３，４６８ １７．６ ７４５ ７．１ ９９ △６０．７ ３，６８３ ３．３ ７，８０４ ６．５
５月 ３，１０７ １０．８ ７０２ ９．９ ２０９ △２０．７ ３，９８６ ５．１ ７，１６２ １２．２
６月 ３，３０２ ４．７ ７６３ ７．３ ３４５ ６７．７ ４，０１３ ２０．８ ９，２７１ １８．６
７月 ２，８９０ ０．８ ７７２ ９．９ １３６ △５５．４ ３，４９８ ６．７ ７，６７５ １１．１
８月 ２，９９６ △２０．２ ７４３ ７．５ １３７ ６．８ ２，７７２ △１５．０ ７，３３１ １７．０

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５

２０２０年４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０２１年１～３月 ４３，９９４ △０．６ １５，９１８ ４．５ １２，６６６ △１４．０ １５，４１０ ７．６ １，１９６，８２３ ４．２
４～６月 ３７，００８ １５．３ １３，３７７ ３４．２ １１，０４８ △１２．７ １２，５８３ ３２．９ ８５６，５８９ ２６．４

２０２０年 ８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

２０２１年 １月 １０，４８７ １．８ ３，９６４ １４．６ ２，８０８ △１５．４ ３，７１５ ５．６ ３２４，５４６ ７．８
２月 １１，８８５ △５．７ ４，２３８ ０．８ ３，２３８ △２３．６ ４，４０９ ５．８ ３６１，８９１ △０．０
３月 ２１，６２２ １．２ ７，７１６ ２．０ ６，６２０ △７．６ ７，２８６ ９．８ ５１０，３８６ ５．２
４月 １２，７２２ １４．４ ４，３２３ ４７．２ ４，１５４ △１７．０ ４，２４５ ３３．５ ２８８，３９７ ３１．５
５月 １１，４０７ ４０．１ ３，９７２ ４７．３ ３，２０２ △３．３ ４，２３３ ９８．５ ２７１，５６９ ５５．７
６月 １２，８７９ ０．４ ５，０８２ １７．３ ３，６９２ △１４．９ ４，１０５ △１．２ ２９６，６２３ ４．５
７月 １３，７９２ △５．４ ５，２１１ ６．３ ４，５７４ △４．４ ４，００７ △１８．０ ３０９，４６３ △６．４
８月 １０，９５９ △５．６ ４，０７３ １５．３ ３，３５７ △１８．６ ３，５２９ △１０．５ ２６３，６０２ △２．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９

２０２０年４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０２１年１～３月 １３４，６１７ ４．２ ２７，９６９ △１．１ ０．９５ １．０４ ２９，６８２ △１．９ ７０７，９７５ △９．５ ３．０ ２．８
４～６月 ５２４，４６８ １．０ ５１，５８２ △２．２ ０．９３ ０．９５ ２８，８３９ ７．７ ６７７，２３３ ８．５ ２．９ ３．０

２０２０年 ８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

２０２１年 １月 ９，１４５ △１３．４ ６，３２８ △１．４ ０．９５ １．０４ ２８，１５８ △７．２ ６９２，８７５ △１２．６ ↑ ２．９
２月 １４，０２７ △２７．２ ６，４８５ △７．３ ０．９４ １．０４ ２７，７６６ △８．５ ６８６，８３２ △１４．３ ３．０ ２．８
３月 １１１，４４４ １２．２ １５，１５６ １．９ ０．９６ １．０２ ３３，１２１ １０．１ ７４４，２１８ △１．２ ↓ ２．７
４月 ２０４，７８３ △２．７ ２０，９４０ △９．２ ０．９１ ０．９５ ３０，６７７ ９．８ ６９０，６２９ １４．３ ↑ ３．０
５月 １５３，８５０ ６．２ １４，１３３ ６．３ ０．９３ ０．９４ ２６，１０７ ４．２ ６２３，５４３ ７．０ ２．９ ３．１
６月 １６５，８３４ １．０ １６，５０８ ０．７ ０．９６ ０．９７ ２９，７３３ ８．８ ７１７，５２８ ４．７ ↓ ３．０
７月 １０２，３０６ △８．１ １３，８９８ △９．９ ０．９９ １．０２ ２９，９３０ ８．６ ６９０，２４４ ７．７ － ２．８
８月 ６５，５００ △１０．３ １１，５７５ △１１．０ ０．９７ １．０３ ２６，６３５ ５．１ ６６３，３３８ ９．２ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１７年度 ９８．３ １．３ ９８．９ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９

２０２０年４～６月 ９９．９ △０．２ １００．１ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．３ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 ９９．６ △１．４ ９９．６ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０２１年１～３月 １００．０ △０．９ ９９．９ △０．５ ４４ △１７．０ １，５５４ △２８．２ １０５．９０ ２９，１７９
４～６月 ９９．４ △０．５ ９９．４ △０．６ ３３ △４１．１ １，４９０ △１８．９ １０９．４８ ２８，７９２

２０２０年 ８月 ９９．６ △０．５ ９９．８ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 ９９．６ △０．８ ９９．７ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 ９９．５ △１．１ ９９．７ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 ９９．５ △１．４ ９９．６ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 ９９．８ △１．２ ９９．６ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

２０２１年 １月 ９９．８ △１．１ ９９．８ △０．７ ７ △６６．７ ４７４ △３８．７ １０３．７０ ２７，６６３
２月 ９９．８ △０．９ ９９．９ △０．５ １５ △６．３ ４４６ △３１．５ １０５．３６ ２８，９６６
３月 １００．３ △０．７ １００．１ △０．３ ２２ ３７．５ ６３４ △１４．３ １０８．６５ ２９，１７９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．３ △０．９ １２ △５２．０ ４７７ △３５．８ １０９．１３ ２８，８１３
５月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．６ ９ △１０．０ ４７２ ５０．３ １０９．１９ ２８，８６０
６月 ９９．５ △０．３ ９９．５ △０．５ １２ △４２．９ ５４１ △３０．６ １１０．１１ ２８，７９２
７月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．２ ９ △２５．０ ４７６ △３９．７ １１０．２９ ２７，２８４
８月 １００．０ ０．４ ９９．８ ０．０ ６ △４５．５ ４６６ △３０．１ １０９．８４ ２８，０９０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９２３ △２２．２ ７５８，７８８ △６．０ １，２１７，４０６ △１５．０ ７７１，５９８ △６．３
２０２０年度 ２２０，３３９ △２６．３ ６９４，８７４ △８．４ ８４２，６７９ △３０．８ ６８１，８６１ △１１．６

２０２０年１～３月 ４８，８５０ △３０．２ １４２，５０６ △２５．３ １９５，５３９ △４０．８ １６３，３５２ △１５．８
４～６月 ４８，０９９ △４１．１ １６６，５４９ △１３．０ １５４，４１０ △４３．３ １５７，７４３ △１９．９
７～９月 ６４，８９９ △１８．３ １９３，８５９ △０．７ ２２９，４４４ △２７．５ １７４，２７２ △１１．８
１０～１２月 ５８，４９２ △１３．７ １９１，９６１ ６．０ ２６３，３４０ △１１．６ １８６，５３７ １．９

２０２１年１～３月 ７７，７４８ ５９．２ ２０６，６２４ ４５．０ r ２７８，４７０ ４２．４ r ２０２，２８１ ２３．８
２０２０年 ８月 １６，０１３ △２８．９ ５２，３３１ △１４．８ ４８，７７３ △４９．３ ５０，０５１ △２０．４

９月 １６，１０５ △２２．１ ６０，５３８ △４．９ ５６，１１４ △２６．４ ５３，８６４ △１７．１
１０月 ２１，８４５ △１８．５ ６５，６５７ △０．２ ６９，０８６ △２５．４ ５７，０７５ △１３．１
１１月 ２１，１１６ △１８．０ ６１，１３６ △４．２ ７７，２７９ △２８．６ ５７，５７８ △１１．０
１２月 ２１，９３８ △１８．５ ６７，０６７ ２．０ ８３，０７８ △２８．３ ５９，６１９ △１１．５

２０２１年 １月 １５，０６８ △２０．３ ５７，７９６ ６．４ ７４，７９５ △３６．３ ６１，０６７ △９．５
２月 １５，７９３ △３６．７ ６０，３８２ △４．５ ９２，４７３ △２．２ ５８，２６５ １１．９
３月 ２７，６３１ １５．５ ７３，７８３ １６．１ ９６，０７２ １１．８ ６７，２０４ ５．８
４月 ３３，０１０ ８６．２ ７１，８０５ ３８．０ ９１，２０５ ９．６ ６９，３１８ １２．９
５月 １９，５２１ ３９．８ ６２，５９９ ４９．６ ９８，７１３ ７４．４ ６４，５３３ ２８．０
６月 ２５，２１７ ４７．０ ７２，２２０ ４８．６ ８８，５５２ ５８．９ ６８，４３１ ３２．８
７月 ２７，７１７ ７３．４ ７３，５６０ ３７．０ r ９０，３９１ ８２．５ r ６９，２０２ ２８．６
８月 ２８，０３３ ７５．１ ６６，０５１ ２６．２ p ８１，００５ ６６．１ p ７２，４２３ ４４．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
２０２０年度 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，５７８ ４．８

２０２０年１～３月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
４～６月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
７～９月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４
１０～１２月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８

２０２１年１～３月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
２０２０年 ８月 １８０，０７５ ８．７ ８，６２８，２６１ ９．７ １１０，９４９ ５．１ ５，３２８，７７４ ６．１

９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０月 １８１，４３７ １０．６ ８，６４０，３６３ ８．９ １１１，１８０ ５．６ ５，３２１，９１５ ５．６
１１月 １８０，２８２ ９．０ ８，７３８，１２０ ９．４ １１１，３９５ ５．４ ５，３５３，８３６ ５．８
１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０２１年 １月 １８２，５１７ １０．４ ８，７５４，８４５ ９．８ １１４，１９１ ７．７ ５，３６２，２４９ ５．５
２月 １８３，４５８ １０．６ ８，７８９，９６９ １０．０ １１４，０４４ ７．７ ５，３７７，６６７ ５．７
３月 １８７，２０９ １０．７ ８，９５６，８６１ １０．２ １１２，５９１ ６．８ ５，３９０，６０５ ４．８
４月 １８８，８７２ １０．０ ９，００７，５６５ ８．６ １１３，７１５ ８．２ ５，３７８，６５９ ２．８
５月 １８９，７４７ ６．５ ９，０５０，３６９ ５．９ １１３，０８２ ５．４ ５，３７２，１５９ １．２
６月 １９１，０７３ ７．４ ８，９９５，９６１ ４．８ １１２，８０５ ３．２ ５，３６５，０５２ ０．６
７月 １８８，８３９ ５．９ ８，９７０，６５６ ４．５ １１３，０７２ ２．３ ５，３６８，０１３ ０．６
８月 １８９，００３ ５．０ ８，９８４，８３０ ４．１ １１３，０７１ １．９ ５，３５９，２６６ ０．６

資料 日本銀行

主要経済指標（５）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２１年７～９月期実績、２０２１年１０～１２月期見通し）

●トップに聞く⑰
NPO法人阿寒観光協会まちづくり推進機構
会長 大西 雅之 氏

●寄稿
「第４の開国」に向けたESG観光の確立
――宿泊税や「入道税」議論の進展を期待して――
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